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第８章 住宅・住宅地の重点供給地域 

 

１．基本的な考え方 

 本県においては、本格的な少子・高齢化社会を迎える中、世帯数はほぼ横ばいから緩やかに減

少していく状況になると予想されています。 

 また、東京に近い県の千葉市以西の地域に多い借家においては、最低居住面積水準未満世帯が

存在し、居住水準の向上が依然として必要です。さらに、令和３ 年度の基準地価調査では、令和

２ 年度から３大都市圏での地価下落傾向が減少し、県内においても、東京近接地域において住宅

地の地価はほぼ横ばいからやや上昇の状況となっています。 

 これらの現状を踏まえると、首都圏中心部等への通勤・通学者にとって、利便性が高く、かつ

無理のない負担で確保できる住宅及び住宅地の供給を継続するとともに、社会環境の変化等に伴

う多様な世代のライフスタイルに応じて安心して暮らすことができる、良好な居住環境を備えた

住宅及び住宅地の供給を行う必要があります。 

 また、地域の設定にあたっては、住宅需要を慎重に見極めるとともに、立地適正化計画を策定

する市町村の取組とも連携する必要があります。 

 そこで、地域の特性を踏まえた規制・誘導手法の活用、住宅及び住宅地の供給に関する事業の

促進等の各種施策を集中的かつ総合的に実施するため、住生活基本法第 17 条第２項第６号に規

定する住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域（「重点供給地域」）を引き続き設

定するものとします。 

 

２．重点供給地域 

 本県における重点供給地域を別記の「住宅・住宅地の重点供給地域」のとおり定めます。 
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